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平成２９年度木津川市国民健康保険特別会計予算概要 

 

 

予算概要 

平 成２９ 年度の 国民 健康保 険特別 会計 の予算 は、歳 入歳出それぞれ        

８１億３，９８２万６千円となり、平成２８年度の当初予算と比較して１．３％、   

１億３９８万２千円の減となった。 

     

１．歳 入 

（１）国民健康保険税 

国民健康保険税については、１５億３，６６０万１千円となり、前年度と比較し

て３．３％、５,２２４万１千円の減額となった。これは、加入世帯数は増加してい

るものの、課税軽減世帯の拡大等により税収の伸びが見込めないためです。 

 

（２）国庫支出金 

国庫支出金については、交付額に大きな変化が見込めないことから、前期高齢者

交付金の増加により差し引かれる金額を勘案し、１４億６，８５１万９千円とした。 

 

（３）療養給付費等交付金 

療養給付費等交付金については、退職被保険者等の減少により交付額の減少が見

込まれることから、８，６４５万円とした。 

 

（４）前期高齢者交付金 

前期高齢者交付金については、前期高齢者の医療費の増加を見込み、前年度と比

較して７．８％、１億７，５７３万円の増となる２４億３，５２９万４千円とした。 

 

（５）府支出金 

府支出金については、国庫支出金との負担割合等に準じ、３億１，５２１万１千

円とした。 
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（６）共同事業交付金 

共同事業交付金については、保険財政共同安定化事業交付金算定基準となる医療

費の増加を見込んだ国保連合会共同事業委員会報告に基づき、前年度と比べ   

１．０％、１，６５０万８千円の増となる１７億１，８７４万６千円とした。 

 

（７）繰入金 

繰入金については、保健事業費等に対する一般会計繰入金を計上したことにより、

前年度と比較して４１．０％、１億６，４５５万２千円の増となる５億６，６０１

万１千円とした。 

 

（８）その他 

延滞金、第三者納付金等の諸収入として、１，２２０万９千円を計上した。 

 

２．歳 出 

（１）総務費 

事務執行に係る経費である総務費については、前年度と比較して３５．５％、  

８３４万６千円の増となる３，１８５万３千円とした。増額の主な要因は、今年度

は２年毎に行う被保険者証の一斉更新の該当年度であるため、関連経費が必要とな

ることによるものです。 

 

（２）保険給付費 

保険給付費（療養諸費・高額療養費・移送費・出産育児諸費・葬祭諸費・精神結

核医療付加金）については、医療費の伸び率を元に前年度と比較して１．８％、  

９,０５０万３千円の減となる５０億１，０２１万９千円とした。 

 

（３）後期高齢者支援金等 

    後期高齢者支援金等については、前年度までの推移状況から、前年度と比較して

１．５％、１,３５７万４千円の増となる９億１，４０８万７千円とした。 
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（４）介護納付金 

介護納付金については、介護保険制度における第２号被保険者数の減少並びに前

年度までの推移状況から、前年度と比較して１７．５％、６,０５３万８千円の減と

なる２億８，５００万９千円とした。 

 

（５）共同事業拠出金 

共同事業拠出金については、国保連合会共同事業委員会報告に基づく保険財政共

同安定化事業拠出金額の増加に伴い、前年度と比較して０．９％、１，５７６万８

千円の増となる１７億５，３０３万５千円とした。 

 

（６）保健事業費 

保健事業費については、１億３，３８４万５千円となり、前年度と比較して   

６．３％、７９７万２千円の増となった。特定健康診査や総合健康診断（人間ドッ

ク）、医療費通知、後発医薬品差額通知、データヘルス事業等を推進し、医療費適正

化対策の推進を図るためです。 

 

（７）公債費 

公債費については、金融機関貸付金利の低下により減額し、２０万７千円とした。 

    

（８）その他 

国保税の償還金及び還付加算金等として、７７７万３千円を計上した。 
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